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１．はじめに

近年、福祉サービスを提供する社会福祉法人や営利法人の経営課題のひとつに経営

者の高齢化にともなう事業継承が挙げられ、その難しさと後継者育成の重要性が指摘

されている。第二創業の定義には所説あるが、鉢嶺（ ）は、「第二創業とは、既存

事業の見直し･底上げから一歩踏み込んで、既存事業の経営資源を活かしながら、あた

かも新規創業のごとく、新規事業分野に挑んでいくこと」と定義している。そして、

「第二創業のキーマンは、世代交代（事業承継）や権限委譲などを機に満を持して登

場してくる若手後継者である場合が多く、第二創業の動因は、組織のライフサイクル

のステージがもたらす「行き詰まり感」と「何とかしてこの状況を打開したい」とい

う考えである」と述べている 。

年に設立された社会福祉法人Ｋ（以下、法人Ｋとする）は、高齢者福祉のパイ

オニアとして数々の社会的価値を生み出してきた。前理事長が、その人柄と独自の経

営手腕により、理念に賛同する多分野の人々を次々に巻き込み、まちの小さな特別養

護老人ホームを、収益 億円の大規模法人に成長させた。そして法人創立 年を経

て、世代交代による事業承継を果たした。

介護保険制度導入後 年が経過し、措置から契約へ高齢者施設と利用者との関係性

は変化し、創業当初から法人が社会に訴え続けた、高齢者個々の人生に寄り添うケア

は特別なことではなくなった。パイオニアとしての役割を果たし、次世代へ経営のバ
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トンが渡った今、厳しい時代の変化の中で事業を継続し社会的使命を果たすためには、

新たな経営戦略とリーダーシップが必要である。

本稿では、社会福祉法人の第二創業における経営戦略とリーダーシップについて検

討することを目的とする。本稿の構成は、２節では社会福祉法人と経営についてまと

め、３節では事業承継と第二創業、および介護事業者のサービス・マーケティング、

インターナル・マーケティングとリーダーシップに関する先行研究を概観する。４節

と５節で法人Ｋのケースをとりあげ、経営戦略とリーダーシップについて論じる。

２．社会福祉法人と経営

２－１ 社会福祉法人の歴史的背景と福祉経営

社会福祉法人は、 年に社会福祉事業法に基づき、社会福祉事業を行うことを

主たる目的として設立された。戦後の混乱期に、行政の物的・人的資源の不足と国民

の社会福祉へのニーズの高まりを背景とし、憲法 条に則り社会福祉事業を担う責務

と運営主体を「行政」だとしながら、事業の実施は民間に委ねる「措置制度」のしく

みが作られ、行政からの規制と助成を前提とし、措置を受託する法人に「社会福祉法

人」という特別な法人格が制度化された。その結果、社会福祉法人は民間事業者であ

り民間法人であるが、市場原理で活動する一般の民間事業者とは異なる特別な経済市

場の下で発展してきた。

～ 年代は、高度経済成長を背景に、「福祉六法」、すなわち生活保護法（

年）、児童福祉法（ 年）、身体障害者福祉法（ 年）、知的障害者福祉法（

年）、老人福祉法（ 年）、母子及び寡婦福祉法（ 年）が整備され、社会福祉制

度の拡充が進み、福祉サービスの供給が拡大し、社会福祉法人数も増加した。

～ 年代は高齢化、核家族化、女性の社会進出等により「高齢者保健福祉推

進十か年戦略（ゴールドプラン）（ 年）」、「今後の子育て支援のための施策の基本

的方向について（エンゼルプラン 年）」、「障害者プラン～ノーマライゼーション

七か年戦略～（ 年）」等福祉サービスの基盤整備が進み、さらに社会福祉法人数

が急増し、サービスの対象は生活困難者に加え、国民一般へも拡げられた。

年の介護保険法の施行により、「介護」は保健医療サービスと福祉サービスが

総合的に受けられる介護サービスとして構築され、措置制度による制限的なサービス

本節の内容は牧野（ ）に基づく。
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から、保険制度による普遍的サービスへと大きく転換し、サービス提供方法の基本が

措置制度から契約制度へ変更された。これにより介護サービス事業は、サービス選択

の保障を図るため、株式会社や などの多様な経営主体により提供されることにな

りサービスの種類や内容が多様化した。

同じく 年に社会福祉基礎構造改革が行われ、①自主的な経営基盤の強化、②福

祉サービスの質の向上、③事業経営の透明性の確保という社会福祉法人の経営の原則

が法定化された。ここでは措置制度下での施設運営管理にはない「法人経営の視点」

が強く求められ、「福祉経営＝マネジメント」という概念が生まれた。

また、介護保険制度導入後、居宅福祉サービス分野では、多様な経営主体が市場参

入し、同じ制度下でサービスを提供しているにもかかわらず、社会福祉法人のみが補

助金や税制の優遇措置を受けていること、つまり、同一市場での同一事業の「イコー

ル・フッティング」が課題となった。

さらに、財務省が発表した「社会福祉法人の内部留保と不正経理」の報告により社

会福祉法人は批判の的になるが、関係者は的確に応えるエビデンスをもたず、それら

が 年の公益法人制度改革、そして、 年の社会福祉法人制度改革へとつなが

った。

２－２ 社会福祉法人制度改革と福祉経営

年 月、「社会福祉法等の一部改正」（以下、「改正社会福祉法」とする）が業

務執行された。改革の大きなポイントは、①ガバナンスの強化、②積極的な情報開示、

③多様な福祉ニーズへの対応である。また、重要な柱のひとつとして、「法人の運営か

らマネジメントへの取り組み」が挙げられている。

京極（ ）は、第 回福祉法人経営学会四半期研究会の基調講演において、「社会

福祉法人改革は社会福祉法人の経営にとって舞台装置の改革であり（中略）この舞台

で実際に演じる経営に携わる法人スタッフの力量・理論性・論理性・財務会計分析力、

リーダーシップが問われる」と述べた 。

社会福祉法人にとってこのたびの改革は時代の要請であり、一般市場での生き残り

をかけた「戦略的な事業推進」が強く求められていることを示している。

京極（ ）「第 回福祉法人経営学会四半期研究会基調講演」。

－ 63 －



２－３．ソーシャル・インクルージョン

社会福祉法人のミッション・ビジョンは時代の潮流、地域ニーズに合致していなけ

ればならない。少子超高齢化した一億総活躍社会において地域包括ケアシステムを構

築するにあたり、「インクルージョン（ ）」という言葉が時代のキーワードに

なっている。

これは、もともと障害分野において障害者と健常者の未来に向けた関係を象徴する

言葉である。アメリカでは、人事、 （ ）関係で、従来の「ダイバ

ーシティ（多様性）」という言葉に代わり使われはじめている。しかし、「インクルー

ジョン」「ソーシャル・インクルージョン」「ダイバーシティ」や「ユニバーサル・デ

ザイン」「ノーマライゼーション」あるいは「バリアフリー」などとの区別は明確では

ない。

「ノーマライゼーション」と「インクルージョン」の背景は以下のとおりである。

ノーマライゼーション（ ）は、 年にデンマークのニルク・エリ

ク・バンク・ミケルセンが第二次世界大戦における自らの経験から「すべての障害者

が普通の生活ができるように」という考えを打ち出し、知的障害児の親の会の願いを

バックアップする形で誕生した。そして、 年代にスウェーデンのニイリエにより

受け継がれ「社会の主流となっている規範やパターンに可能な限り近接するような日

常生活のパターンや条件を知的障害者に可能にすること」と定義し、理念化、制度化

した。これによってノーマライゼーションは施設から地域へ、代弁者から当事者中心

の福祉へと方向転換がはかられた。実際に知的障害児の大規模施設が廃止され、在宅

サービスが充実していった。

一方、ソーシャル・インクルージョン（ ）は、 年代にヨーロ

ッパで起こった政策理念で、包摂、包含、包容と訳されている。ヨーロッパでは、移

民や長期失業者などに対する「社会的排除（ ）」の対立概念として、

またその解決策として位置づけられている 。

日本では、「社会的な援護を要する人々に対する社会福祉の在り方に関する検討会」

報告書（ 年厚生省）において、「すべての人々を孤独や孤立、排除や摩擦から援

護し、健康で文化的な生活の実現につなげるよう、社会の構成員として包み支えあう」

ことをソーシャル・インクルージョンとしている 。広くすべての人々を対象とし、健

康で文化的な生活の実現を目的としている点が特徴的である。

引用ホームページ １ に基づく。

引用ホームページ ２ に基づく。
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両者の関係性を一言でいえば、ノーマライゼーションに到達するための社会的機能

がソーシャル・インクルージョンと言うことができ、社会福祉法人がその社会的使命

を果たす上において重要な概念である。

３．事業承継と経営戦略

３－１ 事業承継と第二創業

経済産業省は、 年には 割以上の経営者が 歳を超え、中小企業の約 万

社では、後継者が不在になると推定している 。 年の『中小企業白書』では、廃

業した事業者のうち、 ％超が経常黒字や資産超過状態であり、後継者不在のために、

経営悪化によらない企業の休廃業と解散が増加している実態を指摘している 。

社会福祉法人は企業ではないが、事業承継をめぐる問題は中小企業と同様である。

これに対する政策として、中小企業庁は、 年 月に事業承継円滑化を念頭にお

いた中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継実現の指針「事業承継ガイドライン」

を 年ぶりに改訂・公表し、必要とされる企業や事業者が休廃業や解散に追い込ま

れる状況に歯止めをかけようとした。

ガイドラインでは、円滑な事業承継の実現のためには、５つのステップを経ること

が重要であり、それを経てポスト事業承継の段階まで達したら、後継者による新たな

視点での事業の見直し等への挑戦の促進をセオリーとしている。小規模事業者の事業

活動の実態調査（ ）の、「年齢世代別にみた直近 年間の売上高の傾向」によると、

経営者が交代した企業や若年の経営者の方が利益率や売上高を向上させている とい

う実態があり、事業承継は成長のチャンスといえる。

第二創業の定義には諸説あるが、鉢嶺（ ）は、「第二創業」を、「既存事業の見

直し・底上げから一歩踏み込んで、既存事業の経営資源を活かしながら、あたかも新

規創業のごとく、新規事業分野に挑んでいくこと」と定義した 。

この定義のもとで、既存事業と「第二創業」の位置づけは、図表１のように３タイ

プあるとしている。①は新製品と新市場の組み合わせ、②は新製品×既存市場の組み

合わせ、③は既存製品×新市場の組み合わせである。

引用ホームページ ３ に基づく。

引用ホームページ ４ に基づく。

同上

引用ホームページ ５ に基づく。
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図表１： 既存事業と「第二創業の位置づけ」

（出典：鉢嶺（ ） ）

「第二創業」は後継者問題と密接に関係し、そのキーマンは世代交代（事業承継）

や権限委譲などを機に満を持して登場してくる若手後継者であることが多く、その動

因は、組織のライフサイクルのステージがもたらす「行き詰まり感」であるとし、根

本的にはすべての経済活動に潜む「ライフサイクル」が成熟期から衰退期に向かうこ

とに、行き詰まり感の加速が起因するという見解を示している。そして、組織のライ

フサイクルを正しく認識し、成熟期あるいは衰退期にある企業は、既存の経営資源が

大きく毀損しないうちに、第二創業につながるような新事業開拓を模索し、これに挑

んでいく必要があると結論づけている 。

「第二創業」を成功に導く最大のポイントは、既存事業の持つ“強み”をいかに次

の段階に活かせるかどうかということで、もうひとつのポイントは、新規事業にも準

じた対応、つまり必要に応じて事業計画書等を作成し、関係各方面へ理解と協力をと

りつけていくような対応を進めることにあるとする 。

「第二創業」は既存事業を抱えた中での取り組みとなるため、既存事業への対応に

流されて第二創業への対応が後回しなどの形で疎かになるという傾向（グレシャムの

法則）に陥りやすい。こうした状況の回避には事業計画に実行可能な行動計画を従業

員等にコミットメント（公約）していくことが有効である 。

鉢峰（ ）

同上

同上
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また、目標の明確化（数値化）に加え、いつまでに、だれが、どのレベルまで対応

するかの計画を付加することが不可欠である。「第二創業」を念頭に置く経営者は不断

の覚悟で新事業分野への進出を決意し、明確な意識改革のもとで、それを具体的な行

動に移し、その進捗をこまめに検証する必要がある、そして、起業家精神（アントレ

プレナーシップ）が重要な役割を果たすと述べている 。

これは中小企業のモデルであるが、高齢者介護福祉事業を展開する社会福祉法人の

第二創業に置き換えると、既存市場は介護保険内市場で、製品は特養運営をはじめと

する社会福祉事業（第一種・第二種）とみなすことができる。

本稿では、第二創業について、以上の考え方を援用する。

３－２ 企業の寿命、組織・事業のライフサイクル

須藤ら（ ）は、一企業が繁栄を謳歌できる期間は、平均わずか 年とし、経営

者が起業家精神を失う時、企業はたちまち衰亡の途を転落し始める。私利私欲に走ら

ずに、企業家としての情熱を持ち続け、透徹した眼で先を見通して、ハラのすわった

決断のできる経営者だけが企業を成長させ、その生命を永らえさせることができる

と述べている。

水野（ ）の組織の成長・発展過程の文献レビューによると、組織の成長の論理

は「ライフサイクルモデル」として 年代に提唱され、研究が蓄積されてきた。研

究者からはモデルに対する反論やモデルが内包する課題に対するさまざまな批判があ

る一方で、組織成長の理論に関する実務家のニーズは少なくなかった。

ライフサイクルの理論とモデルの分類を整理した によれば、

組織の成長と深くかかわる共通の要素は、“ ”“ ”“ ”“ ”

の４つの要素であるという。 の４段階のライフサイクルモデ

ルでは、組織の時間の経過と発展段階の相関は弱く、発達速度は組織の個性に依存す

ること、第二段階と第三段階は、組織が属人的な要素を含んだ段階から形式化（組織

化）された段階に移行することを示しており、極めて大きな隔たりがあること、さら

に、外的圧力がライフステージにおける変化を促すきっかけとなることを指摘してい

る 。法人Ｋのライフサイクルを理解するために、このモデルの段階と様態を図表２

に整理した。

鉢嶺（ ）

引用ホームページ ６ に基づく。

水野（ ）
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図表 ２ の 段階のライフサイクルモデルの段階と様態

（筆者作成）

また、すべての事業には寿命があり、人間と同じくライフサイクルの段階があると

いう考えが事業のライフサイクルモデル（図表３）である。ここでは「導入期」「成長

期」には市場が成長し活性化するが、「成熟期」「衰退期」には市場の成長性が鈍化し、

生き残りをかけた競争が激化し優位性を失った企業が淘汰されると言われている。

経営戦略を立てる際には、内部環境として事業のライフサイクルを理解しておく必

要がある。

図表３： 事業のライフサイクルモデル

（出典：遠藤 （ ） ）

３－３ 介護・福祉ケアサービスの質と 事業者としての姿勢

年の社会福祉基礎構造改革では、福祉サービスの質の向上が、 年の社会福
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祉法人制度改革では、多様な福祉ニーズへの対応がポイントとして挙げられている。

そこで、改めて介護事業者が提供する福祉サービスの質評価と管理について述べる。

は高齢者のロングタームケアサービス（ ：以下、

と略す）の質について、「長期において自己をケアできない個人が、可能な限り最大限

の自立、自律、参画、自己充足感と人間としての尊厳を保ち可能な限り最上の を

維持できるようにすること。」と定義している 。ここでの とは具体的には、パー

ソナルケア、ヘルスケア、日常生活の管理（例：買い物、服薬管理、移動支援）、支援

機器（例えば杖や歩行器などの補助機器）、先進技術（例：緊急通報システム、服薬支

援機器）、家の改築（例：手すり）などのさまざまなサービスの組み合わせとしている。

また、 には①医療と介護を含む福祉の領域の双方に係わり、介護や福祉に対す

るサービスの質はサービスを受ける本人の意見と満足度を強く反映する。②サービス

利用者本人の役割は欠かせない。③入所施設においては設備などの物理的な環境が居

住者の身体的な安全と身体的機能、 に影響を与える。④心身の機能障害と慢性的

な症状の緩和が求められるが、それがサービス提供者、家族、サービス利用者間の対

人関係の形成やサービス利用者がケアを受けるための環境インフラとの物理的適合、

異なる専門領域のサービス提供者の調整を必要とする。という４つの特徴があるとし

た 。

筒井（ ）は、 の文脈においては、質の管理はケアの保証と改善のための方

法であるとしている 。ケアの提供者の視点から見ると、質の管理の意図とは第一に

必要とされる最低レベルの質を保証することだが、より大きな目標は継続的質改善プ

ロセスを取り入れることで現在の質レベルを高めることで、組織はガイドラインやプ

ロトコル、基準、調査などのツールを活用する。そして、質の保証の開発という観点

からは、質の保証の最低基準からより高いレベルの質へと向かおうと努力する傾向が

あると認められており、 を提供する組織は、顧客に最適なケアを提供することだ

けでなく、一般的には固有のセールスポイントを示す必要があるという。

また、 のマネジメントにおける課題は、質改善ツールとその測定法の適用を、

１つの責任母体によって運営されている個別の組織のみならず、運営のあらゆるレベ

ルでさまざまな運営母体に属している多様な利害関係者たちにも適用しなければなら

ないと述べている。さらに、ケアの質評価の視点として、古典的な のスト

筒井（ ）

同上

同上
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ラクチャー、プロセス、アウトカムの評価の視点は健在であるが、 評価が多くの

国で取り上げられるようになっていること、 そのものが先進諸国における高齢化

の進展に伴い、医療と介護、福祉の がすすめられねばならないという認

識が高まり、これに必要とされるケア提供体制の変化によって、質の評価の考え方も

変化してきていることを指摘している 。

以上を踏まえ、 事業者は、保険者のマネジメントに課題があることを理解した

上で、自施設の利用者へ最適のケアを提供するために、現場におけるケアの質の改善・

向上の在り方を模索し続ける必要がある。

３－４ 介護・福祉分野におけるサービス・マーケティングと経営戦略

近藤（ ）は、「サービスとは個人や組織を対象とする価値生産的な活動のことで

あり、組織や個人にとって何らかの便益をもたらす活動そのものが市場取引の対象と

なるときにサービスと呼ぶことができる。」とし、サービスの特徴として「無形性」「生

産と消費の同時性」「結果と過程の等価的重要性」「顧客との共同生産」の４つを挙げ

ている 。一般的にサービス・マーケティングとは、サービス業や製品の付随機能と

してのサービスに関するマーケティングを指し、サービスを商品としてどのように顧

客に販売するかをテーマとし、サービスならではの特徴を踏まえたマーケティングを

展開することである。

筒井（ ）は、地域包括ケアシステム下で提供される介護や福祉サービスのほと

んどは無形のサービスであり、マーケティングという観点から介護サービスのマーケ

ティングの基本を考えると、「無形性」という特徴に対してサービスの有形性を高め、

サービスを差別化することが基本戦略となるが、福祉や介護サービス提供主体には、

戦略に沿った対応をすべきという発想そのものが希薄であったと推察されると述べて

いる。また、サービスの「不可分性」に対しては、利用者とのインタラクションを重

視するために、当該担当者や専門職の配置と調整を検討するというような戦略も、利

用者の個別性が強調されすぎて十分な理論化がされてこなかったこと、地域包括ケア

システムの構築のためには、無形性のサービスにおける品質管理という難題の解決を

目的としたマーケティング戦略の思考が必要であることを指摘している 。

さらにサービスに対して利用者が満足を得るためには、サービスにおける本質的な

筒井（ ）

近藤（ ）

筒井（ ）
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機能（一次的機能）と、表層的な機能（二次的機能）を理解する必要があり、利用者

やその家族にとっては両者の機能を含んで提供しうるサービス機能となり、顧客に提

供する価値となる。本質的な機能は「底上げ」するための継続的努力が必要であるが、

表層的機能は無限にその価値を広げることができ、「選択と集中」により充実度を徹底

的に高める戦略的対応が考えられる。今後展開される地域包括ケアシステムにおいて

は、サービスの提供主体が公私混在する中で、本質的機能の底上げだけでなく、表層

的機能に関わるマーケティング戦略が必要とされる可能性が高いと述べている 。

筒井（ ）のいう顧客へ提供する価値は、図表４に示すサービス・トライアング

ルにある３つのマーケティングのうち、顧客（利用者とその家族）に対する伝統的な

エクスターナル・マーケティングから生み出されるものと解釈することができる。

図表４：サービス・トライアングル（３つのマーケティング）

出典：恩蔵（ ） を参考に筆者作成

３－５ インターナル・マーケティングとリーダーシップ

近藤（ ）は、「インターナル・マーケティングとは、顧客にマーケティングを行

うのと同様に、従業員に対しても仕事に関してのマーケティング活動を行うべきだと

いう考え方」で、その理由は、従業員がサービス生産の主体であるからだという。外

筒井（ ）
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部顧客をマーケティングによって商品の購入へ動機付けるように、内部顧客である従

業員に対して担当する職務を売り込み動機付けなければ、高品質のサービスは生産さ

れないと説明している 。

インターナル・マーケティング論は、組織行動論や人的資源管理論と違い、マーケ

ティングに位置づけられている。その理由は、マーケティングの視点を用いた従業員

に対するアプローチという考え方による。すなわち、職務（仕事内容）を製品（商品・

サービス）、従業員を顧客と看倣して行うアプローチという考え方と、顧客（エクスタ

ーナル・マーケティング）の視点からとらえた、組織から従業員に対するアプローチ

という考え方である。特徴的なのは組織行動論における動機付けは、目的が被用者の

やる気の向上であり、最終の影響先も被用者であるのに対して、インターナル・マー

ケティング論は、目的が顧客満足度・売上高の向上であり、最終の影響先が顧客（利

用者）という決定的な違いがあることである 。

サービス・マーケティングの考え方では、図表４に示すとおり、エクスターナル・

マーケティングが組織（企業）から顧客への組織外部に対するアプローチであるのに

対し、インターナル・マーケティングは、エクスターナル・マーケティングを効果的

に実行するために行われる組織（企業）から従業員への組織内部に対するアプローチ

という位置づけである。

インターナル・マーケティングの課題は、従業員満足（ ）の向上、教育・動機づ

け、エンパワメント、経営者・管理者のリーダーシップである 。その役割はエクス

ターナル・マーケティングで形成された顧客の期待を実現するための組織の体力づく

りであり、オペレーションは、従業員にとって仕事のしやすい合理的な仕事の仕組み

を用意し、従業員のやる気を引き出すといった手法がとられる。

４．法人Ｋの経営戦略とリーダーシップ

社会福祉法人Ｋの第二創業に向けた経営戦略とリーダーシップの考察を試みる。

近藤 ）

平岩 ）

註）米国におけるインターナル・マーケティングの主な考え方は、従業員への適切なアプローチから従業員満足を引き

出し、それを売上や利益に結びつけていくというものである。これに対し、欧州ないしはオーストラリアなどの主

な考え方は、従業員の満足や教育によるスキルの向上など、従業員に対する効果的なアプローチに主眼を置いてい

る。日本での主な考え方は、欧州に近いものであり、従業員への効果的なアプローチを重視している。

近藤 ） に基づく
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４－１ データ収集方法

年から 年までの公表データおよび内部データを利用する。

公表データは、①現況報告書（財務諸表）、②記念誌、③アーカイブ、④新聞・雑誌

記事であり、内部データは、①年度総括・方針、②人事労務データ、③中期経営計画、

④理事長・施設長へのインタビューである。

４－２．法人Ｋの事業概要

法人Ｋの理念、運営方針、事業拠点、基本金、サービス活動収益、職員数、事業内

容について図表５にまとめた。

図表５： 法人Ｋの事業概要

４－３ 法人Ｋの歴史と活動

法人Ｋの歴史と活動について、第１期～ 期に整理した。

第 期（ 年～ 年：介護保険制度導入前期）

年 第 号 特別養護老人ホーム開設。

年 第 号 準個室型特別養護老人ホーム開設。

年 阪神淡路大震災 高齢者・障害者地域型仮設住宅提案・運営。

年 第 号 従来型特別養護老人ホーム開設。

年 復興公営住宅ライフサポートアシスタント派遣事業開始。

第 期（ 年～ 年：介護保険制度導入直後期）

年 介護保険制度開始 ケアハウス、 生活支援型グループハウス開設。

年 第 号 個室ユニット型特別養護老人ホーム（完全個室）開設。
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グループホーム開設

年 前理事長就任

第 期（ 年～ 年：介護報酬のマイナス改定期）

年 前理事長朝日社会福祉賞受賞

年～ 年 経営改革（外部コンサルタント）

年 グループホーム開設

年 第 号 小規模多機能型居宅介護事業所開設

年 第 号 小規模多機能型居宅介護事業所開設

第 期（ 年～ 年：介護報酬のプラス改定期）

年 個室ユニット型特別養護老人ホーム開設

地域ケアセンター開設（デイサービス・ショートステイ）

年 居宅介護・訪問看護事業所開設

第 期（ 年～ 年：介護報酬のマイナス改定期）

年 大手コンビニと提携し、介護相談事業開始

第 期（ 年～ ：事業承継期）

年 前理事長退任 現理事長就任

多世代共生事業（サ高住、企業主導型保育事業他）に着手

４－４ 事業概要

４－４－１ 外部環境（マクロ）

法人Ｋを取り巻くマクロ環境を、法人の経営に対する好影響と悪影響にわけて図表

６に整理した。

図表６：外部環境（マクロ）
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４－４－２ 外部環境（ミクロ）

ミクロ外部環境をＭ．ポーターの５因子モデルの枠組みを使って捉え、図表７に示

した。法人Ｋの主要な顧客は介護保険利用者であり、主要範囲は介護保険市場とする。

５つの主要な要素として、①介護業界の競争構造は１事業所がかかえる顧客数の推

移つまり生産性、②介護業界の競合の脅威は介護報酬を請求している介護保険事業所、

③代替サービスの脅威は介護保険サービスの直接代替は家族介護だが、本稿では要介

護認定者のうちサービス未受給者、④買い手の交渉力は利用者集客の難易度、⑤売り

手の交渉力は人材確保の難易度とする。

図表７： 外部環境（ミクロ）

筆者作成

１）新規参入の脅威

法人Ｋの所在県の市場環境

法人Ｋ５拠点の所在県全体の市場環境は全国よりも事業所の伸びが低く、在宅を中

心に撤退事業所が増加しており、東部の２施設を除き、市場環境は良化すると予測さ

れる。特養（図表８）は全国と同じ伸びで増加している。居宅介護支援事業所（図表

９）は増加しているが全国ほどではない。ショートステイ（図表 ）は全国以上に増

加しており、デイサービス（図表 ）・訪問介護（図表 ）は減少している。
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図表 ～ 出典：厚生労働省 「介護給付費等実態調査報告」

老人福祉事業者の倒産

年 月の帝国データバンク「医療機関・老人福祉事業者の倒産動向調査」 に

よると、老人福祉事業者の倒産は 件で過去最多となった。 年（ 件）をわ

ずかに下回ったものの、負債総額は 億 万円となり、過去最大となった。負

引用ホームページ
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債額別では「 億円未満」が 件（構成比 ％）、資本金別では「 万円未満」

が 件（同 ％）、業態別では「通所介護」が 件（同 ％）を占めるなど、

小規模事業者が大半を占めている。

要介護認定者に占めるサービス非受給者数の推移（図表 ）

介護保険の非受給者数は年々減少しているが 年は目に見えて減っている。

出典：厚生労働省 平成 ～ 年度「介護給付費等実態調査の概況」

２）売り手との交渉力

法人Ｋの所在県の全産業

県労働局によると、介護職有効求人倍率は、 年に全産業で１を超え、 年

月には となった。介護サービスの職業は と格差が広がる傾向にあり、依然

厳しい状況にある。

３）買い手との交渉力

法人Ｋが所在する県全体の要介護認定者数は増加を維持している（図表 ）が、過

疎地拠点は間もなく後期高齢者が減少することが見込まれている。県の高齢者数の増

減率の推移（図 ）をみると、市場自体は団塊ジュニアの世代まで横ばいである。
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出典：厚生労働省 平成 ～ 年度「介護給付費等実態調査の概要」

出典：厚生労働省 平成 ～ 年度「介護給付費等実態調査の概要」

出典：社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来人口推計」

４）業界の競争構造（生産性）

法人Ｋの所在県のサービス受給者数と平均顧客数の推移（図表 ）

平均顧客数は 年度に下げ止まっており、競争緩和傾向を認める。

市場自体は団塊ジュニア世代までは横ばい
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出典：国民健康保険中央会 平成 年～ 年「認定者・受給者の状況等」

法人Ｋの５拠点の所在地市町の市場環境（図表 ）

法人Ｋの５拠点の所在地市町の市場環境を概説した。人数は 年４月～ 年

７月の増減数を示している。Ａ市は工業都市で、その南部と東部に２施設。Ｂ市は住

宅都市で、その海側に１施設。Ｃ市は政令指定都市で、その郊外に１施設。Ｄ市は過

疎地で１施設である。ひとつの県下ではあるが、拠点により様々な特徴がある。介護

市場は、総合事業や訪問介護の報酬の見直しなどの影響を大きく受けていた。

図表 ：法人Ｋ５拠点の所在地市町の市場環境

出典：厚生労働省 平成 年度「介護給付費等実態調査報告」
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５）その他外部環境：自然災害

ここ数年間に県は大地震、異常気象による豪雨水害が発生し各地甚大な被害を受け

ている。今後も東南海地震の可能性、地球温暖化にともなう異常気象の脅威が大きく

なる中、５拠点とも海抜が低い土地、地質的に不利な土地に位置しており、特定の拠

点において水害の危険性が予見されており、早急な対策が必要である。

４－４－３ 主要経営指標～競合社会福祉法人との比較～

県下社会福祉法人 事業所 法人との経営指標を比較し、その中で法人Ｋの位置

づけを図表 に、偏差値からみた強み、弱みを図表 に示した。

図表 ：経営指標の比較

（筆者作成）

財務 顧客
利益 売上 労働 設備 資金 労働 設備 資金
収益性 成長性 一人当たり人件費 労働装備率 自己資本比率 労働生産性 設備生産性 総資産回転率（回）

法人K

偏差値(最高）

偏差値（最低）

平均
標準偏差
偏差値（法人K)

経営資源 生産性

【各指標の算出法】
収益性 ：サービス活動増減差額÷サービス活動収益
成長性 ：対前年サービス活動収益増減
1人当たり人件費（千円）　　　　　 ：人件費総額÷期末常勤換算職員数
労働装備率　　　（千円）　　　　　 ：（有形固定資産+無形固定資産-国庫補助金等特別積立金）÷期末常勤換算職員数
自己資本比率 ：純資産額÷総資産額
労働生産性　　　（千円） ：付加価値額（＝人件費+減価償却費+支払い利息+経常増減差額）÷期末常勤換算職員数
設備生産性　　　（千円） ：付加価値額÷（有形固定資産+無形固定資産-国庫補助金特別積立金）
資本回転率　　　（回） ：サービス活動収益÷総資産額
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図表 ：競合 法人の主要経営意表比較 法人Ｋの位置

（筆者作成）

４－４－４．内部環境

法人Ｋの内部環境について、 法人のあゆみ 経営資源 生産性 財務 収益の

視点で整理した。

１）法人のあゆみ

年法人認可を受け、措置時代には県下に３つの特別養護老人ホームを開設して

いる。縛らない、閉じ込めない高齢者介護を実践し、家族会の結成や入居者のふるさ

と訪問をはじめ措置時代の施設介護の閉鎖性を打ち破る画期的な発想で、 年代に

はテレビをはじめとするメディアに取り上げられ知名度をあげた。

年の大震災で建築中の特養が被災するという甚大な被害を受けながら、法人内

施設に可能な限りの被災者を受け入れるとともに、被災高齢者・障害者の「ケア付き

仮設住宅」の提案等を行い、そこでのケアを担い、地域のゆるぎない信頼を獲得した。

また制度が施行される前の 年に「個室ユニットケア」を提案し、モデルとなる

施設を建築、施設に入居する高齢者の「３つ（伴侶を亡くす、地域を離れる、生活の

落差）の苦しみ、５つ（空間・時間・言葉遣い・規則・役割の喪失）の落差」を克服

するためのユニットケアを実践、制度化への橋渡しを行うという重要な社会的役割を

担い、法人のブランド化を図った。

この後も高齢者の「住まいとくらし」についての提案、ノーマライゼーション理念

に基づく認知症ケア・ターミナルケアの実践、入居者・利用者の尊厳と主体性を重視
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し、徹底した利用者目線でのケアなど他には容易に真似ることのできない強固な運営

基盤を築き、安定的な経営をしてきた。

年には、社会福祉充実残高再投下の地域公益事業として、サービス付き高齢者

向住宅、企業内保育、障害者就労支援などを担う多世代共生型ビレッジをオープンさ

せる予定となっている。

２ 経営資源

１ 職員数と常勤割合、離職率の推移

職員数は、図表 のとおり 年の 人をピークに 年は 人にまで減少

しており、常勤割合は 年の ％をピークに回復傾向ではあるが、 ％を割り

こんでいる。離職率はここ数年 ～ ％の範囲内で推移している。配置基準は充たし

ているものの、特に特養・ショートステイなど 時間労働現場における介護人材不足

感・負担感が強い。

図表 ：法人Ｋ職員数と内訳、常勤割合、離職率の推移

２ 人材調達（採用状況）

有効求人倍率を反映し、採用は苦戦している。新人採用は毎年 名程度を目標とし

ているが、 名程度しか採用できていない。中途採用では、直雇用は難しく、年々紹

介会社または派遣会社への依存傾向が強くなっている。特にどの拠点でもオンコール

のできる看護師の採用には苦戦しており、定着もよくない。過疎地は生産年齢人口の

減少が著しく採用の困難性はより高い。

３ 人件費

人あたりの人件費 万円／年（ 年度実績）、偏差値は ． と平均値を下回

っている。新採用は平均より高めであるが、 代～ 代の水準は平均よりやや低い。

４ 労働装備率

法人Ｋは 万円と競合法人が平均 万円の資産を背負う中でとりわけ低い。

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
常勤　　　　　(人）

契約　　　　　（人）

非常勤フル　（人）

非常勤パート（人）

合計　　　　　（人）

常勤割合　　 （％）

常勤離職率　（％）
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５ 自己資本

過去の利益を蓄積し、 ％の自己資本比率を有し平均を上回る。経営の健全性は担

保されている。

３）生産性

１ 労働生産性

労働生産性は図表 のとおり平均 万円／人、である中、法人Ｋは 万円／人

ととびぬけて高く、人件費を投入している以上の価値がでている。 人の労働者が生

み出す稼ぎ・付加価値は平均値を上回っている。投入労働分配率も低い。

２ 設備生産性

労働装備率は図表 のとおり 千円で偏差値 １、設備生産性の偏差値は

といずれも平均値を下回っている。有形固定資産が効率よく使用され、付加価値を産

みだすことができていない可能性がある。要因として考えられるのは従来からの質素

倹約の文化に加え、組織内における の最新知識の不足による 化に向けた設備投

資が遅れていることである。

３ 総資本回転率

総資本回転率は図表 のとおり平均を下回っており自己資本比率が高いため、資金

余裕度が高い状態といえる。社会福祉法人には会計間移動の制約があり、全般的に低

い傾向がある。

４）成長性（対前年サービス活動収益増加率）

特別養護老人ホームは、高稼働率を維持し規模で収益は維持できているものの、在

宅部門における収益が全施設的に伸びず、図表 のとおり成長性（対前年サービス活

動収益差額）の偏差値は と平均値を下回っている。

５）収益性

図表 のとおりサービス活動増減差額率 ％、平均の ％に比してとびぬけて

生産性がよい。介護保険以降、 年～ 年までの介護報酬マイナス改定期に、す

でに経営コンサルタントを入れ経営改革に取り組み、在宅分野にも事業を拡げながら、

大規模特養の建設で規模を拡大し、収益を上げてきた結果である。
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４－４－５ ＳＷＯＴ分析と経営課題

外部環境、内部環境からＳＷＯＴ分析を行ったのが図表 である。そして、図表

に現状と目指す姿のギャップから経営課題を挙げ、それぞれの成果目標の指標を何

におくかをおおまかに記した。

図表 ：ＳＷＯＴ分析と戦略

図表 法人Ｋの経営課題と成果目標

（中期経営計画に基づき作成）

強

み
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４－４－６．経営戦略

ＳＷＯＴ分析の結果、４つの戦略が導かれた。各々について論ずる。

１）法人Ｋの位置と理想とする姿

理想領域は図 の第一象限上にある△の領域である。ここは労働生産性の前年から

の上昇率よりも売上高の成長率が大きいエリアで、職員の働きぶりにブランドや設備

の力が加わったものがバランスよく利用者の獲得に直結しており、サービスの提供価

値も職員の能力も向上し、収益も増え、結果賃金を増やすことができるという理想的

なポジションである。しかし理想領域を逸脱すると、努力に見合う売上高（サービス

活動収益）を上げられなくなる。

図表 ：法人 の位置と理想領域

法人Ｋは、図表 のように労働生産性上昇率は高いが、売上高成長率が低い、理

想領域からははずれたポジションにいる。つまり職員がめいっぱい努力し、少数精鋭

で労働生産性を上げているが、思った以上に売り上げが伸びていないという状態であ

る。まずはこれを改善し、理想領域に行くための道筋と経営戦略を立てなければなら

ない。

２）成長戦略（強み×機会）

図表 に示すとおり、まずは法人Ｋが 年間の歴史の中で培ってきたケアの質、

収益性の高さを強みとして、既存事業のサービスとケアの質を進化・深化することを

重視しながら周辺事業領域への拡張を模索する。既存市場の特定エリアにおける利用
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者のアフターニーズや家族サポートなど隣接事業領域等に着目した介護保険外サービ

スを開発する戦略と、新規事業である多世代共生事業を足掛かりとし、新たな市場を

開拓し、介護保険内サービスを提供する戦略という大きく２つの戦略が考えられる。

図表 ：法人Ｋの成長戦略

（図表１を参考に筆者作成）

３）転換戦略（強み×脅威）

理想領域に行くためには、まずは他法人よりも相対的に劣位にある人的資源や設備

資源に対する資源配分を行う必要がある。ブランド力が強かった時代は、人の確保が

比較的容易で法人の理念やケアの実践に賛同する意識の高い人材を採用し、教育投資

をして生産性を向上させれば、良い人材が定着していた。しかし、人材調達困難の現

状ではブランド力よりも資金と高収益をいかして賃金水準・配分を見直し、よい人材

を常勤で確保し定着をはかる、設備投資で１人あたりの労働装備率を上げるなど、戦

略のすみやかな転換により脅威に備える。

また、サービスにおいては法人Ｋのポジションは、県下全域ではなく、特定領域に

おいて選択と集中を行う差別化集中である。人材育成を通じて現事業の拠点でのサー

ビスの密度・深度を高めながら、他法人が実施できない・しない事業の選択と集中を

行うことで、介護報酬の削減や過騰競争の脅威に備える。

３）段階的改善戦略（弱み×機会）

競合を見据えた各種条件調整（人件費、サービス差別化）、労働生産性向上効果のあ

る投資で、労働負荷の軽減、競争力向上（事務効率、機械化）を図る。
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４）専守防衛・撤退戦略（弱み×脅威）

地域によってはＡ市のように在宅事業において競争が激化している市場や、ニーズ

の減少する過疎地の訪問入浴や訪問介護事業などは、社会福祉法人としての使命に反

しないやり方で専守防衛・撤退戦略をとることを視野に入れておく。自然災害の脅威

の増加に対する防災対策の強化は、優先度の高い専守防衛戦略である。

４－５ アクションプラン

７つの経営課題に対する３年間のアクションプランの概要を、図表 に示す。

図表 ：法人Ｋのアクションプラン

（中期計画をもとに筆者作成）

重要課題 アクションプラン １年目 ２年目 ３年目

経営指標定期モニタリング

内部監査における優先対象絞込と実施
（有効性検証）

新人事制度運用

複線型人事制度運用

目標管理制度運用強化

賃金配分見直し

職員の資質把握

A市B市拠点の転換戦略の可否検討

事業領域拡張準備

新規市場対応にともなう組織体制検討

新規事業への提供サービスの実施

間接業務における試験実施（アプリ他）

費用対効果検証

効果の高いツールの全体導入

情報収集体制の構築

E-learning実施

職員の資質把握・研修

職務分掌・権限・成果の見直し

組織体制の検討

予見防災区域の特定

全拠点における防災対策計画見直し・策定

各拠点防災対策の実施

設計・建築

事業基本計画策定

集客準備

開業準備

⑦

①

②

③

④

⑤

⑥

内部統制の整備・浸透

多世代共生事業の成功（新
規事業）

管理者育成システムの構築

防災対策の強化

生産性向上投資の実施

事業継続性を踏まえた領域
拡張の明確化

人事制度の再構築
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４－６ 財務シミュレーション

年 月に厚生労働省が発表した「平成 年度介護事業経営実態調査結果の概

要」 における「各介護サービスにおける収支差率」によると、介護老人福祉施設の

平成 年度決算の収支差額は ％（前年 ％から ％の減少）、全サービスを平

均すると ％である。おおまかには介護事業者が事業継続のために最低限確保すべ

き利益の目安は４％程度と解釈した。そこで、法人Ｋの年間目標であるサービス活動

増減差額率 ％以上、人件費率を ％とした３年間の財務シミュレーションを以下

に示す（図表 、 ）。

３年間のサービス活動収益は 年を踏襲し、サービス活動費用は、２年目には消

費税が ％に増税となるため、事務費と事業費にその分を増額している。１年目の人

件費率を ％とすると、サービス活動増減差額率は ％、２年目、３年目は ％

で目標範囲内に収まる。したがって、事業活動計画表（図表 ）のように、人件費増

分年 千円を人の投資に配分することができる。図表 は、法人Ｋの貸借対照

表である。人件費を増額しても、運転資金は確保できる。４－４－２にある、転換戦

略実行のための３年間の資金は確保できる。なお、ここでは必要運転資金の目安を、

サービス活動費用の２か月分として計算している。

図表 ： 事業活動収支計算書

筆者加工

引用ホームページ

註：図表 事業活動収支計画書について

・経常増減差額＝サービス活動増減差額 サービス活動外増減差額

（千円：以下四捨五入）

2015年度 2016年度 2017年度 1年目 2年目 3年目

サービス活動収益

サービス活動費用

人件費

人件費増分

事業費

事務費

その他

サービス活動増減差額

サービス活動外増減差額

経常増減差額

特別増減差額

当期活動増減差額

サービス活動増減差額率

人件費比率

勘定科目
実績値 計画値
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図表 ：貸借対照表

（筆者加工）

厚生労働省 は、再投下財産である社会福祉充実財産の使途について３つの順位を

つけている。法人Ｋが第二創業の基盤となる転換戦略は、使途の第１順位「社会福祉

事業における職員の処遇改善・新たな人材の雇い入れ」に、成長戦略である多世代共

生事業は、第３位の公益事業に対応しており、戦略の方向性は国が社会福祉法人に期

待するものと合致している。

４－７ 新体制に期待するリーダーシップ

４－７－１ 第二創業における理事長の決意と抱負

経営最高責任者である理事長の課題認識と抱負についてインタビューを行い、結果

を「課題認識」と「第二創業における決意と抱負」の２項目に分けて図表 に整理し

た。

引用ホームページ

註：図表 ．貸借対照表について

・事業未収金は、サービス活動収益が一定であるため一定である。

・事業未未払金は、サービス活動費用が一定であるため一定である。

・設備資金借入金の返済条件は、年間 千円である。

・ 年目に新規事業のため、 億円の借入（年利 ％、 年返済）予定

（千円：以下四捨五入）

2015年度 2016年度 2017年度 1年目 2年目 3年目
  流動資産
　  現金預金
　  事業未収金
　  その他
  固定資産
　  基本財産
　  その他の固定資産
　 減価償却累計分
資産の部合計
  流動負債
　  事業未払金
　  短期設備資金借入金
　  その他
  固定負債
　  設備資金借入金
　  その他
負債の部合計
基本金
国庫補助金等特別積立金
  その他の積立金
  次期繰越活動増減差額
純資産の部合計

必要運転資金目安

勘定科目
計画値実績値
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図表 ：理事長へのインタビュ―結果の概要

４－７－２ 第二創業に期待されるリーダーシップについて

５拠点の施設長の協力を得て、第一創業におけるリーダーシップ、問題意識、第二

創業におけるリーダーシップへの期待についてインタビュー（遠隔地の 名は書面で

依頼し回答を得た）を行い、結果の概要を図表 に整理した。

図表 ： 施設長へのインタビュー結果の概要一覧

５．考察

５－１ 法人Ｋのライフサイクルと第二創業

法人Ｋは 年に事業承継し、理事長が交代した。前理事長の就任は 年であ

るが、それ以前から実質的な理事長として法人の広告塔となり、超人的なエネルギー

①理念の継承が利用者のくらしを豊にする最短で最良の道である。

②自立した経営：カリスマリーダーシップからの脱却、経営リスクの見極めと回避。

②事業拡大：外部環境をよくみてチャンネルを変える。異分野業種との交流。

③人材育成によるケアの質への還元：経営層・若手管理職・専門職・一般職員

④資源配分：適正な資源配分、設備投資により働く環境を整える。

⑤ガバナンス強化：自立と権限委譲をすすめる。

⑥合理化・省力化：生み出した時間をケアの質の向上に充てる。

①歴史に引きずられない方向転換が必要。

②苦難を乗り越える：内政の地固め、しんどい時期だが、そのタイミングにある。

③腹をくくる：難題を含め現実を受け入れながら英断することが将来につながる。

④新たな領域に目をつける：過去の人脈を生かす、新たな人脈づくり。

⑤ガバナンス強化：自立と権限委譲をすすめる。

⑥組織の継続、発展を目指す。

課題認識

第二創業における
決意と抱負

第一創業 第二創業
過去のリーダーシップ 問題意識 リーダーシップへの期待

・理念重視　理念浸透 ・人材不足、人材流出 ・トップの存在感
・ビジョンのわかりやすさ ・ビジネスモデルの流出 ・トップからの発信
・社会への発信力・影響力 ・人材育成システムが脆弱（管理職） ・カリスマリーダーシップからの脱却
・先駆的　・地域貢献 ・マンパワーへの依存 ・殻を打ち破る　
・根拠にもとづく ・非効率性 ・求心力
・カリスマリーダー ・個人の資質への過剰な期待 ・各拠点との補完関係
・スピード成長 ・個人の業務負荷の増加 ・ガバナンス強化　・権限委譲
・スーパーマン（模倣困難） ・ガバナンスが未整備 ・強い組織　・効率性
・強大な求心力 ・職務権限が不明確 ・適切な業務分担による機能強化
・広告塔　メディアへの露出 ・時代への適応力の遅れ（IT化他） ・人材育成による地盤固め
・人脈づくりに長けている ・設備投資の不足 ・人や物への適切な投資
・起業家精神　・牽引力 ・一部理念の形骸化 ・強みを生かした適材適所の人事
・トップダウン ・エビデンスの重視

・仕掛けづくり
・新たな価値の創出
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で町の小さな特養ホームを、県下５拠点 億収益規模の大規模社会福祉法人に成長さ

せた。企業の寿命は、平均 年とされるが、前理事長が私利私欲に走らず、ノーマラ

イゼーション理念を語り、火の玉のような激しい情熱と、先見の明をもってハラのす

わった決断をし続けた結果である。

法人Ｋの組織のライフサイクルは、規模と様態からみて、最終段階である精巧化段

階まできており、特養を核とした事業のライフサイクルは衰退期に位置するだろう。

この段階は規模の拡大により組織が縦割りとなり硬直化するのが特徴であるが、法人

Ｋは規模の拡大にガバナンスの整備が追いつかない状態が常態化した形でこの段階に

突入しており、より行き詰まり感を抱えていると推察する。

第二創業の動因は成熟期から衰退期への行き詰まり感であると言われているが、法

人Ｋも例外ではない。ライフサイクルに加え、介護福祉業界をめぐる外部環境のすさ

まじい変化と競争の激しさという圧力もその一因と考えられる。鉢嶺（ ）が、「第

二創業」を、「既存事業の見直し・底上げから一歩踏み込んで、既存事業の経営資源を

活かしながら、あたかも新規創業のごとく、新規事業分野に挑んでいくこと」と言う

ように、この行き詰まり感の打開策は、現事業の延長線上にあるのではなく、一から

事業を起こすのと同様の覚悟とプロセスを必要とすることがわかる。

５－２．第二創業への道筋と戦略の優先順位

第二創業は成長戦略の実行を意味する。しかし、法人Ｋの現状を鑑みると、その前

段階として、何を置いても転換戦略に取り組む必要がある。 － － 節の図表 で労

働生産性増減率と売上高成長率からみた理想領域について述べたが、法人Ｋが理想領

域に入るにはまずは人材確保と定着が不可欠である。人の確保戦略上のポジショニン

グは、売り手に対してどうするかである。法人Ｋがよい人材を獲得するには、まずは

地域格差や職務負荷の差による報酬配分を見直す必要があり、まさに今がそのタイミ

ングといえる。ただし、働き方改革の同一労働同一賃金の縛りが２年後に待ち構えて

いるため、報酬の配分については将来の原資増加を見越して慎重に意思決定すること

が求められる。法人Ｋの場合は、大量にではないが、離職による人の流出があり、補

充が間に合わぬまま、配置基準ぎりぎりで現場が踏ん張っている施設がほとんどであ

る。人員が減れば一人当たりの業務負担が増え、労働生産性は一時的には上がるが長

くは続かない。採用と定着を推し進め人員の絶対数を増やすことが先決である。人員

を増やしながら、同時に新人事制度を軌道にのせるとともに、管理職をはじめとする

新たな教育システムを整備し、法人の人材育成のしくみを確立することが重要である。
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法人Ｋは、今まで人材調達は買い手市場の時期を長く経験してきた。未曾有の人材

不足にスタートダッシュが遅れ、次の一手が打てないまま時間経過しているが、労働

環境改善に向けた人と設備への資源配分を増やすという 度の転換戦略を最優先に

行わねばならない。

段階的改善戦略である設備投資は、管理職の間接業務や、介護職員の記録上の負荷

を軽減し、本来業務であるケア、イノベーションにつながるディスカッション、情報

収集などの時間捻出をはかるものである。現場の改善であるから、現場の声を十分反

映しつつ設備投資の意思決定をしなければならない。

専守・防衛戦略は組織としてリスクへの備えを強化するものである。自然災害の脅

威は経済的打撃が多く、経営を左右しかねないため対策を講じておく必要がある。

以上３つの戦略は同時並行でスピード感をもって行う。

まずは、成長戦略を除く３つの戦略の実行で体力をつけながら人の育成を強化し、

ケアの水準を上げて、成長戦略に踏みこむという道筋となるだろう。

５－３ 第二創業で成すべきことは何か

社会福祉法人という法人格で高齢者分野の社会福祉事業を使命としている以上、企

業革新型第二創業（図表 ①）に踏みこむことはできないが、経営革新型第二創業と

いう括りの成長戦略（図表 ②③）は可能と考える。成長戦略は経営者と職員が共に

夢を描くことができるものである。成功すれば職員のモチベーションや組織コミット

メントを高め、組織内の結束が高まる可能性が高い。半面、失敗すれば組織がバラバ

ラになる危険性を孕み、打撃は大きい。したがって法人Ｋの成長戦略の１つ経営革新

型第二創業（図表 ③）である多世代共生事業は、法人の将来的な成長の試金石とし

て、なんとしても成功確率を高めなければならない。法人Ｋの創業は特養施設であり、

在宅事業は後発である上に、営利企業との市場競争が激しいため、苦戦しているが、

ここで選択と集中で差別化し、イノベーションを作り出すことができれば、法人の活

力が高まる。

「第二創業」を成功に導く最大のポイントは、既存事業の持つ“強み”をいかに次

の段階に活かせるかどうかである。あらためて法人Ｋの強みが何かを考えると、永年

の施設ケアで培ったケアの質と地域とのゆるぎないつながりと信頼関係、その積み重

ねにより作り出された人脈とロイヤルティであろう。ノーマライゼーション理念に基

づき、利用者の尊厳と主体性を主軸とした徹底的な利用者目線を追求し、認知症ケア

や看取りケアの実践については社会や地域から評価と信頼を得ている。ここは他法人
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が容易に真似のできない強みの部分である。

しかし、 の質でチャンピオンになろうとするには、ケアの質評価のしくみづく

りを行い、改善を重ねながらケアの専門性と質を向上させることで、最適なケアを提

供するとともに、固有のセールスポイントを示すことである。法人Ｋの場合、「認知症

ケアやターミナルケアで利用者の高い満足を得ていた」という事実が時の流れや人の

入れ替わりによって風化していることが特徴である。ケアの質評価のしくみを整備し、

根気強く質を評価し、改善する取り組みを重ね、法人の強みを盤石なものとしなけれ

ばならない。

また、地域包括ケアシステムの構築に向け、医療と介護の連携が強く求められてい

るが、こちらは立ち遅れているため、法人Ｋが得意としてきたターミナルケア等を足

がかりとして、医療との連携可能性を模索し、時代の要請に応える必要があるだろう。

経営革新型第二創業（図表 ）には介護保険サービスを新たな顧客に提供する戦略

と（図表 ③）と、介護保険外サービスを既存顧客に提供する戦略 図表 ②

の２つが考えられる。後者については社会福祉法人としての縛りがあり、必要に応じ

て組織分割が必要となる。しかし、 の最終ステージを担う事業者として、高齢者

のエンドケアニーズで必要とされるサービスは肌感覚でつかんでいるはずである。こ

れらを可視化しセグメント化することで新たな のサービスを創出する可能性は残

されている。

今後、より高齢化が進展する中で、今は一元化されていない高齢者が必要としてい

るサービスにつながりをもたせた、ライフタイムバリュー（ ）の向上

につながるものが望ましいと考える。ライフタイムバリューとは、ある顧客が生涯を

通じてどのくらい利益に貢献するかを算出したもので、「顧客生涯価値」とも呼ばれ、

顧客が解約したりブランドを変更したりするまでの期間に得られる価値を指す。

シンクタンクの経験的な知見によると 、ライフタイムバリューを高めるマーケテ

ィングのポイントは、１ 顧客一人あたりのシェアを高めること：顧客一人あたりの総

需要における自法人の利用比率を高めることを指す。２ 関連するニーズまで視野を広

げること：顧客の目の前のニーズだけでなく、そのニーズに関連する需要まで注意深

く観察することで、ライフタイムバリューの向上につながる新たな需要の掘り起こし

を狙う。３ 顧客の需要が発生するタイミングを見極める：顧客情報や顧客との関係性

を活用することで、顧客に需要が発生するタイミングを逃さず掴む。４ 継続的に利

引用ホームページ に基づく
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用する価値を高める：主たるサービスのみならずアフターサービスや体験価値を高め

る工夫をすることによって、継続的に利用し続けてくれる顧客を増やす。５ 顧客と

パートナーの関係を築く：顧客を消費者として捉えるのでなく、ブランド向上のパー

トナーとして捉えること。の５点である。

ライフタイムバリューを向上させる具体的な提案として、図表 の介護保険内サー

ビスでは、今よりも予防の部分に注目すべきである。現在、一拠点でリハビリ特化型

デイサービス事業が好評で利用者を増やしている。地域特性をみながら健康な段階の

高齢者を顧客として迎え入れるのも一手である。介護保険外サービスでは、二拠点で

行っている低価格ライフサポートケアシステムのリニューアルや、特養入居前、エン

ドケア後のアフターニーズに対応した新サービスなどが考えらえる 。

これは筒井（ ）が「今後展開される地域包括ケアシステムにおいては、サービ

スの提供主体が公私混在する中で、ケアの本質的機能の底上げだけでなく、表層的機

能に関わるマーケティング戦略が必要とされる可能性が高い」 と述べていることに

つながる。新規の顧客（利用者）をリピーターに変え、既存顧客（利用者）の維持率

を保ち、個々の顧客のシェアを維持してライフタイムバリューを向上させ顧客資産を

築いて収益の確保を狙うことは、法人Ｋが経営基盤を安定させ高く跳ぶために必要な

経営手法であると考える。

５－４．リーダーシップ：『理念の第一創業』から『人材育成の第二創業』へ

リーダーシップとはリーダーが人々の心をひとつにする働きかけであり、フォロア

ーに（自律的な）意識の変化を積極的に促す行為である。企業を成長させている経営

者に共通したリーダーシップの必須条件は、ビジョン（ ）、ミッション 、

パッション 、アクション の４つを充たし、それぞれの領域に力を注

いでいることである。理事長インタビューを上記４項目に分けて、図表 に整理した。

この中で、ビジョンは、リーダーの中に「こうなりたい！」と内側から湧き上がっ

てくる確固たるイメージのことで、「過去」「現在」「未来」という時間軸で構築された

未来の姿である。リーダーの明確なビジョンは大きな差別化となる。ミッションは、

「達成すべき任務」、「伝道すべき使命」のことである。これは、想定外の事態に立ち

至った場合の原理や原則となり、多様な価値観を持つ人たちの明確なゴールとなり、

新入職者の選択の理由となり、それを目指す人たちのモラルの向上に役立つ。パッシ

註：しかしこれには組織分割等が必要となり、現在の法人組織のままでは難しい。
筒井 ）
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ョンはミッションを果たすべく艱難辛苦を受けていく情熱のことである。アクション

は、世界に対して己が能動的に働きかけていくことである。

図表 ： 理事長インタビューまとめ

理事長のインタビュー結果（図表 ）と、各拠点の施設長へのインタビュー結果（図

表 ）を比較すると、ほぼ、ベクトルは一致しており、特別なベクトル合わせは必要

ではないことがわかる。したがって、トップリーダーは、創業者の功績に敬意を払い

つつ、自らの言葉でミッションを伝え、ビジョンを語り、戦略に基づいて粛々とアク

ションを起こすことが何より重要である。各拠点の施設長へのインタビューでは、新

たなリーダーシップへの期待として、トップの存在感、トップからの情報発信を望ん

でいた。また、カリスマリーダーシップから脱却し、殻を打ち破ってほしいという期

待も大きい。現場職員の新体制に対する期待の大きさも語られていた。組織全体のモ

チベ―ションを上げるためには、新たなリーダーが折に触れて語ることである。

ロビンス他（ ）は、ビジョナリー・リーダーシップとは、現状の改善につなが

るような現実的で説得力のある魅力的な将来ビジョンを創り上げ具現化する能力であ

る。そのビジョンをうまく作り上げて実現すれば、きわめて影響力が強く、実際にそ
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のための技術や能力、資源を引き出して、活力に満ちた未来をつかめると述べている 。

法人Ｋのビジョンは高齢者の豊かな暮らしをつくることである。その際に今まで大切

にしてきた徹底的な利用者目線とライフタイムバリュー向上に向けたマーケティング

の必要性を職員に示し、価値観を共有する場づくりとトップの語りが効果的だと考え

る。また、法人Ｋのミッションである“ノーマライゼーション”は普遍的な概念であ

るが、少子超高齢化が進展し、一億総活躍が求められる社会の変化に対応し、地域包

括ケアシステムの中で地域貢献を果たすには、サービスの受け手の多様性を大きくイ

ンクルーズするというエッセンスを加えて伝えることで、より時代に合った礎になる

と考える。

法人Ｋの第一創業は、措置の時代に、ノーマライゼーションという理念を掲げ、職

員にそれを伝え、浸透させることに焦点を当てた、カリスマ創業者による「理念の創

業」であったといえる。しかし、介護保険導入を経て、高齢者介護が措置から契約へ

と変化を遂げ、改めて法人の経営戦略として人材確保・人材育成の重要性が明らかに

なった。二代目に事業承継を果たした法人Ｋの第二創業は超高齢多死社会に質の高い

の安定供給と、新サービスの模索による顧客価値の提供に焦点を当てた「人材育

成の創業」といえるだろう。

人材の確保と育成を核とした第二創業では、インターナル・マーケティングの考え

方を使ったリーダーシップを提案したい。なぜならば３節の５で述べたとおり、イン

ターナル・マーケティングは、従業員が提供するサービスの品質を向上させたり、管

理するために組織が従業員に対して行うアプローチであり、その目標や最終の影響先

を従業員にではなく、顧客（利用者）満足度・売上高の向上においているためである。

法人の限られた財政状況で資源を配分するにあたり、第一創業ではその成果が従業員

満足と顧客満足の両者にどのように反映され、売上高成長率にどう影響しているかま

でモニタリングするという発想が、乏しかったことは否めない。第二創業時の経営で

はここは不可欠と考える。今後ますます介護人材は希少価値となる。人が定着し、人

が育ち、確実に顧客（利用者）に質の高いケア・サービスが提供され、従業員の仕事

に対する満足が高まり、さらにケアの質が向上して顧客（利用者）が増え、収益が増

えるという好循環を作り出す、胆力あるリーダーシップが期待される。

スティーブン ロビンス他（ ）
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５－５．リーダーシップを発揮するためのガバナンス強化

理事長および各拠点の施設長インタビューでは、ガバナンス強化と権限委譲の推進

が共通して語られた。理事長は各拠点の自立した経営を望んでおり、拠点の施設長は

権限委譲を求めている。ガバナンス（ ）とは、一般的には統治や統制とい

う意味で、企業では「コーポレートガバナンス」すなわち「適切な、または望ましい

決定や活動を企業が行うための仕組み」を意味する言葉が使われている 。

改正社会福祉法人の５つの柱のひとつに「経営組織のガバナンス強化」がある。同

族経営が多い社会福祉法人の私物化を避けるために、評議員会設置の義務付け、評議

員の役割や権限・責任の明確化など、企業同様のガバナンス規定が設けられた。法人

Ｋは、法改正前より役員会は適時開催して運営に対する活発な議論を行って来た。し

かし、経営が複雑化高度化する中、改めて役員会の在り方を見直す必要がある。

一般的に、社会福祉法人の場合は、その成り立ちにより、理事長や特定の理事者に

権限が集中してしまうと、内部統制が無効化しやすいことが指摘されている。法人Ｋ

は職員数 人規模で、事業内容が多岐に渡る大規模法人であり、内部統制と権限委

譲のしくみがなければ、組織が機能不全に陥る。したがって、新理事長がリーダーシ

ップを如何なく発揮するためには、ガバナンスの強化と適切な権限委譲が不可欠であ

る。

なお、企業の世界では、 年 月にコーポレートガバナンスコードが発表され、

新たなガバナンス論が登場し、政府の成長戦略の一環に位置づけられた。ここでは経

営の規律維持に留まらず、ステークホルダーからの信頼確保を通じた経営基盤の強化、

その結果として企業の持続的な成長を企図している 。社会福祉法人のステークホル

ダーは、地域社会、施設利用者とその家族、行政、連携機関、職員などが挙げられる

が、法人Ｋの場合、各拠点にボランティア、家族会・家族 会・後援会会員などが多

数存在するのが特徴である。これらの大部分は、法人理念や運営方針に対して理解の

ある、ロイヤルティの高い人々である。

近藤（ ）は、新しいサービスパラダイムは、顧客の短期的価値から生涯価値に

変化していると言っている 。法人Ｋが第一創業以来長期間顧客（利用者）に対して

魅力を持ち続けてきたという強みを生かし、あらたなる法人Ｋの魅力を作り出すため

に、ステークホルダーとの対話の促進と合意形成を重視するコーポレートガバナンス

柳川 （ ）

柳川 （ ）

近藤 （ ）
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の強化が第二創業の課題である。

６．結論

社会福祉法人Ｋをケースとして取り上げ、第二創業に向けた経営戦略とリーダーシ

ップについて検討した結果以下のことが明らかになった。

１．ポーターの５因子モデルで法人Ｋの外部環境をみると、「介護業界の競合の脅威（一

事業者あたりの平均利用者数）」「売り手の交渉力（人材確保の難易度）」「買い手

の交渉力（利用者集客の難易度）」は将来悪化傾向であり、利用者集客の難易度

に加え、人材確保の困難さが深刻化することが予測される。

２．法人Ｋの経営指標を競合他法人と比較すると、収益性、自己資本比率、労働生産

性が平均を上回り、（売上高）成長性、一人当たりの人件費、労働装備率、設備

生産性、総資本回転率が平均を下回る。収益性への偏りに特徴がある。

３．労働生産性を売上高成長性が上回る理想的なポジションを目指し、人に対する資

源配分と設備投資に注力する転換戦略を最優先として経営基盤を固めつつ、成長

戦略に踏み込む必要がある。

４．第二創業では、法人Ｋの強みであるケアの質のさらなる向上により差別化をはか

ると同時に、多世代共生事業を試金石とし、ライフタイムバリューの向上につ

ながるサービスを創出し、顧客資産を築く。

５．事業承継を機に「理念の第一創業」から「人材育成の第二創業」に向けて、法人

内のベクトル合わせはできている。リーダーがビジョンを示し、ミッションを語

り、パッションをもってアクションを起こす、ビジョナリー・リーダーシップの

発揮が求められる。そして、人への資源配分の成果を従業員満足と顧客満足両者

から評価し、根気強く好循環を作り出していく胆力あるリーダーシップが期待さ

れる。

６．リーダーシップを如何なく発揮するには、ガバナンスの強化が急務である。内部

規律の強化に留まらず、新たに法人Ｋの魅力を作り出すためには、多様なステイ

クホルダーとの対話の促進と合意形成を重視する、コーポレートガバナンスの強

化が第二創業の課題である。

７．おわりに

社会情勢が不透明な中、社会福祉法人をめぐる経営環境は想像以上に厳しくなるこ

とが予測され、どこまで柔軟かつ迅速に対峙できるかが組織の明暗を分ける。変えて
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はいけないものと変えなければいけないものをしっかりと見極め、新たな経営戦略と

リーダーシップのもと、組織が一枚岩となり、前進あるのみである。

本稿は、一事例のケース・スタディーであり、経営戦略・リーダーシップについて

の知見は個別性が強く、一般化はできないという限界がある。
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